
○介護保険事業特別会計 - 111 -

（旅費369、需用費1,953、役務費19,459、使用料及び賃借料434）

（旅費252、需用費2,308、役務費485、使用料及び賃借料17,020）

・ 委 託 料 10,164 （介護保険システム改修）

・ 人 件 費 10,919 （会計年度任用職員４人）

・ 物 件 費 20,065

前年度比 3,610 増

1 保険料賦課徴収費 41,148 前年度比 3,610 増

2 徴 収 費 41,148

2 連合会負担金 230 増

負 担 金 230 （静岡県国民健康保険団体連合会）・

・

・

1,158187,658 前年度比

・

（地域密着型サービス等事業予定者選定委員会委員謝礼）

一般管理費1

・

（負担限度額更新申請等事務補助）

22,215

人 件 費

物 件 費

（正規職員22人、会計年度任用職員３人）

342

費 目 本 年 度 予 算 額

1 総 務 管 理 費

1 総 務 費 401,090

本 年 度 の 財 源 内 訳
前年度との比較

特 定 財 源
増 減

そ の 他
一 般 財 源

34,607

地 方 債

減

5,082

諸収入

国庫支出金

（単位　千円）

特 定 財 源 の 内 訳

手数料 500

諸収入 21

381,1115,082 14,897

国 （ 県 ） 支 出 金

160,870

187,428 1,340 減
（労働保険料納付金）

前年度比

3,985 （職員用端末機使用ほか）

報 償 費 16

委 託 料

・ 負 担 金

（第１号被保険者督促手
数料）

（介護保険事業費補助）

（労働保険料納付金）
29

前年度比 182
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（需用費）

（旅費923、需用費1,878、役務費70,062、使用料及び賃借料25）

減

委 託 料 25

1 趣旨普及費 1,477 前年度比 163 減

4 趣 旨 普 及 費 1,477 前年度比 163

・ （要介護認定調査）

1 介護認定審査会費 60,727

（単位　千円）

前年度比 13,438 増 負担金 14,255

費 目
歳 出 の 内 訳 特 定 財 源 の 内 訳

1 総 務 費

3 介 護 認 定
審 査 会 費

170,807 前年度比 32,318 増

（認定審査会負担金）
（認定審査会委員100人ほか）

・ 物 件 費 10,523 （旅費103、需用費1,992、役務費2,304、使用料及び賃借料6,124）

・ 人 件 費 47,854

（認定審査会システム改修）

増

・ 委 託 料 2,338

・ 物 件 費 1,477

72,888・

諸収入 92

・ 人 件 費 37,167 （会計年度任用職員11人）

介護認定調査等費 110,080 前年度比2 18,880

物 件 費

（労働保険料納付金91、
その他雑入1）

・ 報 償 費 12 （認定審査会委員就任前研修謝礼）
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費 目 本 年 度 予 算 額 特 定 財 源

297,423 増

2 保 険 給 付 費

国 （ 県 ） 支 出 金

1 介護サービス
等 諸 費

（単位　千円）

本 年 度 の 財 源 内 訳

15,587,983 336,617 5,635,465

増 減 一 般 財 源

4,191,674 5,760,844

前年度との比較

特 定 財 源 の 内 訳

1 居宅介護サービス給付費 5,734,296 前年度比 国庫支出金 1,323,426

地 方 債 そ の 他

13,967,416 前年度比

136,624 増
（介護給付費負担金
1,105,523、調整交付金・ 要介護者が居宅サービスを利用した

場合の給付費 217,903）
支払基金交付金

1,548,260
（介護給付費交付金）
県支出金 758,123
（介護給付費負担金）
繰入金 1
（介護給付費準備基金
繰入金）

2 特例居宅介護サービス給付費 100 前年度同額 国庫支出金 24
（介護給付費負担金20、
調整交付金4）・ 要介護者が介護認定申請前に居宅

サービスを利用した場合等の給付費 支払基金交付金 27
（介護給付費交付金）
県支出金 13
（介護給付費負担金）

3 地域密着型介護サービス給付
費

2,922,020 前年度比 9,718 減 国庫支出金 695,441
（介護給付費負担金
584,404、調整交付金

・ 要介護者が地域密着型サービスを利
用した場合の給付費

111,037）
支払基金交付金

788,945
（介護給付費交付金）
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（単位　千円）

費 目
歳 出 の 内 訳 特 定 財 源 の 内 訳

2 保 険 給 付 費

県支出金 365,253
（介護給付費負担金）

4 特例地域密着型介護サービス
給付費

10 前年度同額 国庫支出金 2
（介護給付費負担金）
支払基金交付金 3

・ 要介護者が介護認定申請前に地域密
着型サービスを利用した場合等の給付

（介護給付費交付金）
県支出金 1

費 （介護給付費負担金）

5 施設介護サービス給付費 4,630,832 前年度比 161,965 増 国庫支出金 870,597
（介護給付費負担金
694,625、調整交付金・ 要介護者が施設サービスを利用した

場合の給付費 175,972）
支払基金交付金

1,250,325
（介護給付費交付金）
県支出金 810,396
（介護給付費負担金）

6 特例施設介護サービス給付費 10 前年度同額 国庫支出金 2
（介護給付費負担金）

・ 要介護者が介護認定申請前に施設
サービスを利用した場合等の給付費

支払基金交付金 3
（介護給付費交付金）
県支出金 1
（介護給付費負担金）

7 居宅介護福祉用具購入費 13,802 前年度比 824 増 国庫支出金 3,284
（介護給付費負担金

・ 要介護者が特定福祉用具を購入した
場合の給付費

2,760、調整交付金524）
支払基金交付金 3,727
（介護給付費交付金）
県支出金 1,725
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22,362 増 国庫支出金 122,357
（介護給付費負担金

ビ ス 等 諸 費

1 介護予防サービス給付費 532,853 前年度比

（介護給付費負担金）

2 介護予防サー 681,859 前年度比 11,372 増

国庫支出金 2
（介護給付費負担金）
支払基金交付金 3

・ 要介護者が基準該当居宅介護支援
サービスを利用した場合等の給付費

（介護給付費交付金）
県支出金 1

（介護給付費交付金）
県支出金 78,600
（介護給付費負担金）

10 特例居宅介護サービス計画給
付費

10 前年度同額

国庫支出金 149,654
（介護給付費負担金
125,760、調整交付金・ 要介護者がケアプラン作成等の居宅

介護支援サービスを利用した場合の
給付費

23,894）
支払基金交付金

169,777

9 居宅介護サービス計画給付費 628,802 前年度比 4,410 増

支払基金交付金 10,134
（介護給付費交付金）
県支出金 4,692
（介護給付費負担金）

増 国庫支出金 8,933
（介護給付費負担金
7,507、調整交付金・ 要介護者が住宅改修をした場合の給

付費 1,426）

2 保 険 給 付 費

（介護給付費負担金）

8 居宅介護住宅改修費 37,534 前年度比 3,318

（単位　千円）

費 目
歳 出 の 内 訳 特 定 財 源 の 内 訳
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（単位　千円）

費 目
歳 出 の 内 訳 特 定 財 源 の 内 訳

2 保 険 給 付 費

・ 要支援者が介護予防居宅サービスを
利用した場合の給付費

102,109、調整交付金
20,248）
支払基金交付金

143,870
（介護給付費交付金）
県支出金 71,069
（介護給付費負担金）

2 特例介護予防サービス給付費 10 前年度同額 国庫支出金 2
（介護給付費負担金）

・ 要支援者が介護認定申請前に介護予
防居宅サービスを利用した場合等の
給付費

支払基金交付金 3
（介護給付費交付金）
県支出金 1
（介護給付費負担金）

3 地域密着型介護予防サービス
給付費

21,000 前年度比 8,333 減 国庫支出金 4,998
（介護給付費負担金
4,200、調整交付金

・ 要支援者が地域密着型介護予防サー
ビスを利用した場合の給付費

798）
支払基金交付金 5,670
（介護給付費交付金）
県支出金 2,625
（介護給付費負担金）

4 特例地域密着型介護予防サー
ビス給付費

10 前年度同額 国庫支出金 2
（介護給付費負担金）
支払基金交付金 3

・ 要支援者が介護認定申請前に地域密
着型介護予防サービスを利用した場
合等の給付費

（介護給付費交付金）
県支出金 1
（介護給付費負担金）

5 介護予防福祉用具購入費 7,303 前年度比 1,037 減 国庫支出金 1,739
（介護給付費負担金
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（単位　千円）

費 目
歳 出 の 内 訳 特 定 財 源 の 内 訳

2 保 険 給 付 費

・ 要支援者が特定介護予防福祉用具を
購入した場合の給付費

1,461、調整交付金278）
支払基金交付金 1,972

（介護給付費負担金）

（介護給付費交付金）
県支出金 913

6 介護予防住宅改修費 29,159 前年度比 4,664 減 国庫支出金 6,940
（介護給付費負担金
5,832、調整交付金・ 要支援者が住宅改修をした場合の給

付費 1,108）
支払基金交付金 7,873
（介護給付費交付金）
県支出金 3,645
（介護給付費負担金）

7 介護予防サービス計画給付費 91,514 前年度比 3,044 増 国庫支出金 21,781
（介護給付費負担金
18,303、調整交付金

県支出金 11,439

・ 要支援者がケアプラン作成等の介護
予防支援サービスを利用した場合の
給付費

3,478）
支払基金交付金 24,709
（介護給付費交付金）

（介護給付費負担金）

8 特例介護予防サービス計画給
付費

10 前年度同額 国庫支出金 2
（介護給付費負担金）
支払基金交付金 3

・ 要支援者が基準該当介護予防支援
サービスを利用した場合等の給付費

（介護給付費交付金）
県支出金 1

増

（介護給付費負担金）

サービス等費
3 高 額 介 護 363,903 前年度比 26,342
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（単位　千円）

費 目
歳 出 の 内 訳 特 定 財 源 の 内 訳

2 保 険 給 付 費

1 高額介護サービス費 363,138 前年度比 26,277 増 国庫支出金 86,427
（介護給付費負担金
72,628、調整交付金

（介護給付費負担金）

・ 要介護者が介護サービスを利用した
際の自己負担額が負担上限額を超え
た場合の給付費

13,799）
支払基金交付金 98,047
（介護給付費交付金）
県支出金 45,392

2 高額介護予防サービス費 765 前年度比 65 増 国庫支出金 182
（介護給付費負担金
153、調整交付金29）・ 要支援者が介護予防サービスを利用

した際の自己負担額が負担上限額を
超えた場合の給付費

支払基金交付金 207
（介護給付費交付金）
県支出金 96
（介護給付費負担金）

4 高 額 医 療 合
算 介 護 サ ー
ビ ス 等 費

45,616 前年度比 1,687 減

1 高額医療合算介護サービス費 45,326 前年度比 1,476 減 国庫支出金 10,787
（介護給付費負担金
9,065、調整交付金
1,722）
支払基金交付金 12,238

・ 要介護者が利用した医療保険と介護
保険の自己負担額の合計額が負担
上限額を超えた場合の給付費

（介護給付費交付金）
県支出金 5,666
（介護給付費負担金）

2 高額医療合算介護予防サービ
ス費

290 前年度比 211 減 国庫支出金 69
（介護給付費負担金58、
調整交付金11）

・ 要支援者が利用した医療保険と介護 支払基金交付金 78
保険の自己負担額の合計額が負担上 （介護給付費交付金）

- 118 -



- 119 -

（単位　千円）

費 目
歳 出 の 内 訳 特 定 財 源 の 内 訳

2 保 険 給 付 費

限額を越えた場合の給付費 県支出金 36
（介護給付費負担金）

5 特 定 入 所 者
介 護 サ ー ビ
ス 等 費

454,288 前年度比 7,113 減

1 特定入所者介護サービス費 453,349 前年度比 7,027 減 国庫支出金 88,561
（介護給付費負担金
71,334、調整交付金・ 要介護特定入所者が施設サービス等

を利用した場合の食費・居住費等の負 17,227）
担限度額と基準費用額との差額に係
る給付費

支払基金交付金
122,404

（介護給付費交付金）
県支出金 76,004
（介護給付費負担金）

2 特例特定入所者介護サービス
費

10 前年度同額 国庫支出金 2
（介護給付費負担金）
支払基金交付金 3

・ 要介護特定入所者が介護認定申請前
に施設サービス等を利用した場合の食

（介護給付費交付金）
県支出金 1

費・居住費等の負担限度額と基準費
用額との差額に係る給付費

（介護給付費負担金）

3 特定入所者介護予防サービス
費

919 前年度比 86 減 国庫支出金 219
（介護給付費負担金
184、調整交付金35）

・ 要支援者が介護予防短期入所サービ
スを利用した場合の食費・滞在費の負

支払基金交付金 248
（介護給付費交付金）

担限度額と基準費用額との差額に係
る給付費

県支出金 115
（介護給付費負担金）
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（単位　千円）

費 目
歳 出 の 内 訳 特 定 財 源 の 内 訳

2 保 険 給 付 費

4 特例特定入所者介護予防サー
ビス費

10 前年度同額 国庫支出金 2
（介護給付費負担金）
支払基金交付金 3

・ 要支援者が介護認定申請前に介護予
防短期入所サービスを利用した場合

（介護給付費交付金）
県支出金 1

の食費・滞在費の負担限度額と基準
費用額との差額に係る給付費

（介護給付費負担金）

6 そ の 他 諸 費 11,622 前年度同額

1 審査支払手数料 11,622 前年度同額 国庫支出金 2,766
（介護給付費負担金
2,324、調整交付金442）・ 静岡県国民健康保険団体連合会に支

払う審査支払手数料 支払基金交付金 3,138
（介護給付費交付金）
県支出金 1,453
（介護給付費負担金）

7 市特別給付費 63,279 前年度比 10,280 増

1 市特別給付費 63,279 前年度比 10,280 増 国庫支出金 1
（保険者機能強化推進

・ 生活援助見守り型配食サービ
ス費

48,879 交付金）

・ 生活援助見守り型訪問介護
サービス費

400

・ 住宅改修特別給付費 14,000
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援交付金1）

担損害保険料受入金29）

事 業 ・ 任 意
事 業 費

2

（労働保険料納付金7、

支払基金交付金

一般介護予防利用者負

諸収入 36

（介護予防生活支援交
付金）

県支出金 73,747
（地域支援交付金）

159,294

・ 地域包括支援センター事業費 299,906 （12か所）

・ 地域包括支援センター運営協
議会事務費

458 （協議会運営）

包 括 的 支 援

・ その他諸費 1,727 （審査支払手数料）

増

1 包括的支援事業費

事業費

・ 一般介護予防事業費 22,276

3,113413,451 前年度比

（筋力パワーアップ教室、認知症予防教室、フレイル対策事業ほ
か）

（調整交付金22,420、介
護予防生活支援交付金

・ 介護予防・生活支援サービス 566,011 （第１号訪問事業、第１号通所事業ほか） 117,996、保険者努力支

590,014 前年度比 550 増 国庫支出金 140,417

常 生 活 支 援
総 合 事 業 費

1 介護予防・日常生活支援総合
事業費

174,812 406,557

1 介護予防・日 590,014 前年度比 550 増

3 地 域 支 援
事 業 費 1,003,654 3,663 422,285

増 減 一 般 財 源 特 定 財 源 の 内 訳
国 （ 県 ） 支 出 金 地 方 債 そ の 他

（単位　千円）

本 年 度 の 財 源 内 訳
前年度との比較

費 目 本 年 度 予 算 額 特 定 財 源

126,599

（労働保険料納付金）
諸収入
（包括任意交付金）

7

県支出金 63,300

国庫支出金
（包括任意交付金）

・ 社会保障充実分事業費 31,146 （在宅医療・介護連携推進事業、生活支援体制整備事業、認知症
初期集中支援推進事業、認知症地域支援・ケア向上事業、認知

331,510 前年度比 4,081 増
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症サポーター活動促進・地域づくり推進事業、地域ケア会議推進
事業）

・ 市単独地域支援事業費 189 （高齢者一時保護）

1 市単独地域支援事業費 189 前年度同額

3 市 単 独 地 域
支 援 事 業 費

189 前年度同額

（地域支援事業利用者
負担金）・ 地域自立生活支援等事業費 27,928 （配食サービス、介護相談員派遣、成年後見制度利用支援ほか）

（包括任意交付金）
・ 介護給付等費用適正化事業費 6,386 （ケアプラン適正化点検事業、介護給付費通知ほか） 諸収入 15,475

国庫支出金 12,148
（包括任意交付金）

・ 家族介護支援事業費 47,627 （家族介護用品支給、認知症高齢者見守り事業ほか） 県支出金 6,074

2 任意事業費 81,941 前年度比 968 減

（単位　千円）

費 目
歳 出 の 内 訳 特 定 財 源 の 内 訳

3 地 域 支 援
事 業 費
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1 1財 政 安 定 化
基 金 拠 出 金

1 財政安定化基金拠出金

費 目 本 年 度 予 算 額
前年度との比較

増 減

4 財 政 安 定 化
基 金 拠 出 金 1 0

（単位　千円）

本 年 度 の 財 源 内 訳

国 （ 県 ） 支 出 金 地 方 債 そ の 他

特 定 財 源
一 般 財 源

・ 市町の保険財政の安定化を図るため
県が設置する基金への拠出金

特 定 財 源 の 内 訳

前年度同額

1 前年度同額

1
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増

前年度比

前年度比 財産収入 1,245
（利子及び配当金）

増

介護給付費準備基金から生ずる収益
の積立金ほか

1 基 金 積 立 金 1,260

・

1 介護給付費準備基金積立金

費 目 本 年 度 予 算 額

5 基 金 積 立 金 1,260

1,260

613

（単位　千円）

特 定 財 源 の 内 訳

本 年 度 の 財 源 内 訳

特 定 財 源

1,245 15

613

613

前年度との比較

増 減 一 般 財 源
国 （ 県 ） 支 出 金 地 方 債 そ の 他
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第１号被保険者還付加算金 10

・

1 一般会計繰出金 1

2 償還金 前年度同額

前年度同額

前年度同額

6,000

国庫支出金等過年度分返還金

500前年度比

前年度比 500

（単位　千円）

特 定 財 源 の 内 訳

本 年 度 の 財 源 内 訳

特 定 財 源

増

増

6,012

一 般 財 源

2 一 般 会 計
繰 出 金

1

第１号被保険者保険料還付金

保険料還付に係る加算金・

1

3

・

1

1 6,011

前年度との比較

増 減

償 還 金 及 び
還 付 加 算 金

費 目 本 年 度 予 算 額

6

国 （ 県 ） 支 出 金 地 方 債

過年度分に係る保険料還付金

諸 支 出 金 6,012 500

前年度同額

そ の 他
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